
─19─

九州看護福祉大学紀要 Vol. 19, No.1（平成30年度）

【緒言】

　WHO は健康達成の条件として社会的正義と公平
について提示しており、国内では国民の健康の増進
の総合的な推進を図るための基本的な方針（健康日
本21第二次）で健康格差の縮小について示している。
さらに健康格差を是正していくためには、全ライフ
ステージの中でも就学前や学齢期といった幼少期へ
の投資に取り組むことが必要であると言われてい 
る1）。
　健康格差の縮小に効果のある幼少期の健康課題と
してう蝕があげられる。う蝕の問題に対処するため、
国内では、優先度の高いう蝕予防法プログラムとし
て、歯質を強化するために実施するフッ化物洗口が
示されている。このことから、健康格差の是正を実
現するために、すべての子どもがう蝕予防の機会を
享受することができる小学校でのフッ化物洗口事業
を展開していく必要がある。

しかし、近年、公衆衛生の課題は歯科保健対策以外
に、慢性疾患対策、災害対策や自殺・うつ対策等多
岐にわたり、保健行政に携わる保健師の役割が拡大
しており、そのことによって業務の効率化重視や業
務の企画検討が十分にできない等影響を与え、歯科
保健対策の推進が困難となる可能性がある2）。
　さて、平成25年4月19日付け厚生労働省健康局長
通知3）で、保健師活動をより効果的に推進するため、
資質向上を図るための人材育成について明記された。
役割が拡大し、限られた人員や時間という制約があ
る中で保健師活動を効果的に推進することが必要と
なってきている。保健師活動を効果的に推進するた
めに必要な能力として、保健師が主体的に実施する
ことのできる個人の行動様式や思考特性4）であるコ
ンピテンシーが挙げられる。近年はアメリカ、イギ
リス等の欧州諸国の公衆衛生人材育成に関してコン
ピテンシーに基づく教育が導入されており、国内で
も導入されてきている。コンピテンシーはアメリカ
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【要　旨】
　本研究の目的は、フッ化物洗口事業の推進に関わる歯科保健担当者のコンピテンシーについて明
らかにし、フッ化物洗口事業の推進の方法論を見出すことである。研究対象は、九州6県の市町村
保健部門に所属する保健師332名に対する無記名自記式調査票を用いた郵送調査を実施し、その結
果124名（回収率37.3%）から回答を得た。分析対象は、フッ化物洗口事業推進群（ｎ＝23）とフッ
化物洗口事業非推進群（ｎ＝43）の66名とした。研究方法は、「フッ化物洗口事業の実施の有無」
を従属変数、「保健師コンピテンシー」の下位尺度を独立変数としてロジスティック回帰分析を
行った。保健師のフッ化物洗口事業推進に関するコンピテンシーは、「創出に向けた協同」能力が
低く、創出に向けた協同の姿勢が弱いことが示唆された。協同能力は、フッ化物洗口事業非推進群
の所属規模等の分析対象者の背景要因が考えられる。また、「創出の推進と具現化」能力について
は、フッ化物洗口事業推進群が統計学的な有意差はないが数値的に上回っていたことから、フッ化
物洗口事業の推進に関わる歯科保健担当者のコンピテンシーである可能性が考えられる。フッ化物
洗口事業を推進するためには、地域の保健行政に携わる保健師への具体的な事業に関する情報提供、
知識の普及の必要性が示唆された。
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の心理学の世界で流れが生み出され、その後コンピ
テンシーの評価尺度の開発に関することが発表され
ている。
　国内の研究では主なものとしてコンピテンシーを
高める学習プログラム開発に関する論文4件、行政
保健師の施策化能力5）や保健師の専門性発展力6）、
事業・社会資源の創出に関する保健師のコンピテン
シー4）、公衆衛生基本活動遂行7）などの4件が、保
健師能力を測定するための尺度開発についての論文
であった。コンピテンシーに関する認知もまだ浅く、
年に1、2の論文が発表されている程度であり、塩
見らにより、保健師の事業・社会資源の創出に関す
る能力を測定する尺度は開発されているが4）、その
尺度を活用し、実際に能力測定を行った研究は認め
られず、知見があるとはいいきれない。コンピテン
シー評価尺度を活用し事業の推進度を測定すること
は、フッ化物洗口事業推進のために必要な歯科保健
担当者のコンピテンシーに関する重要な項目を明ら
かにすることができ、フッ化物洗口事業の推進によ
り住民の健康増進に寄与することができるものと考
えられる。
　以上により本研究は、フッ化物洗口事業の推進に
関わる歯科保健担当者のコンピテンシーについて明
らかにし、フッ化物洗口事業の推進の一資料とする
ことを目的とした。

Ⅱ．方法

１．調査対象と方法
　調査対象は、生活様式や財政基盤が近似の九州6
県に属する市町村保健部門に所属する保健師332名
とし、平成26年9月に無記名自記式調査票を用いた
郵送調査を実施した。
　なお、人口や財政基盤に差がみられる福岡県と、
日本へ領土が返還されるまでアメリカ領であったこ
とにより水道水のフッ化物添加を実施していたこと
等、生活習慣の差がみられると考えられる沖縄県、
当研究対象とした九州6県に属する政令指定都市、
中核市、特例市を調査対象から除いた。

２．調査項目
　調査項目は個人属性、市町村の歯科保健事業の状
況、う蝕り患状況、歯科保健担当者の置かれている

環境、保健師のコンピテンシーで構成した。歯科保
健担当者の置かれている環境は、地域歯科保健推進
のための要因分析8）で調査項目とされていたものの
一部を選択し、その他、学校におけるフッ化物洗口
事業実施の有無等を調査項目とした。保健師のコン
ピテンシーは、塩見らが開発したコンピテンシー評
価尺度4）を用いた。

３．分析方法 
　保健師のコンピテンシー評価尺度は、創出の必要
性の把握（3項目）、創出の推進と具現化（9項目）、
創出に向けた協同（4項目）の3つの下位尺度から
構成され、全部で16項目からなる尺度である（表
1）。コンピテンシー評価尺度項目の回答は、「全く
そうでない」「2割くらいそうである」「4割くらい
そうである」「6割くらいそうである」「8割くらい
そうである」「ほとんど10割そうである」の6段階
評価により選択肢を0点から5点に点数化されてお
り、得点算出する。なお、得点の高いほど、コンピ
テンシーが高いと判断する。
　統計解析は、フッ化物洗口事業推進群とフッ化物
洗口事業非推進群の基本属性に関する単純集計、
フッ化物洗口事業推進群とフッ化物洗口事業非推進
群の群間比較のためにMann-Whitney U検定を行っ
た。
　さらにフッ化物洗口事業を推進に関する歯科保健
担当者のコンピテンシーの影響を明らかにするため、
学校におけるフッ化物洗口事業実施あり（1）と
フッ化物洗口事業実施なし（0）を従属変数として、

表１　保健師のコンピテンシー評価尺度項目
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表２　基本属性の概要

表３　コンピテンシー評価尺度の2群間の尺度項目得点比較

表４　フッ化物洗口事業の推進に関わる歯科保健担当者のコンピテンシー
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保健師のコンピテンシー評価尺度の下位尺度を独立
変数に強制投入法を用いて投入し、ロジスティック
回帰分析を実施した。
　全ての統計解析には、統計ソフト SPSSver. 22を
使用し、各検定値は5% を統計的有意水準として
採用した。

４．用語の定義
　本研究では、コンピテンシーを特定の職務や状況
下において期待される成果に結びつけることのでき
る個人の行動様式や思考特性4）と定義する。

５. 倫理的配慮
　本研究の趣旨について説明した上で、調査対象者
の人権を保護するために、調査票とともに個人情報
保護などを明記した文書を同封した。研究の 参加、
不参加は調査対象者の自己決定権・自由意思を尊重
し、調査票の回収をもって同意を得たこととした。
　本研究は、九州看護福祉大学倫理審査委員会の承
認（承認番号26-010）を受け実施した。

Ⅲ．結果

１．研究対象者の概要
　調査票は124名から回答を得ることができ（回収
率37.3%）、保健師以外の職種による回答と各尺度に
欠損のあった15名を除外、有効回答109名（有効回
答率87.9%）を分析対象とした。
　分析対象のうち、歯科保健担当者のフッ化物洗口
事業の推進能力に関わるコンピテンシーを明らかに
するため、担当業務の質問項目で歯科保健を担当し
ていると回答した者66名を歯科保健担当者として研
究対象者とした。基本属性の概要は表2に示す。
　フッ化物洗口事業推進群は平均年齢37.78歳（標
準偏差（以下、SD とする。）10.11）であった。保
健 師 資 格 取 得 学 歴 は、 専 門 学 校 卒 業 者 は14人

（60.9%）で最も多く占めており、次いで四年制大学
卒業者が8人（34.8%）占めていた。回答時の職位は、
スタッフが最も多く、13人（56.5%）であり、主任
と係長級がそれぞれ5人（21.7%）占めていた。保健
師経験年数は、平均年数が13.97（SD 10.19）であっ
た。学会発表の経験の有無については、経験なしと
回答した者が18人（78.3%）、経験ありと回答したも

のが5人（21.7%）であった。過去1年間の研修会
参加の有無については、参加なしと回答した者が5
人（21.7%）、参加ありと回答した者が17人（73.9%）
を占めていた。所属設置団体は、市の所属者が4人

（17.4%）、町が17人（73.9%）、村が2人（8.7%）で
あった。次に、フッ化物洗口事業非推進群の平均年
齢は、41.09歳（SD 11.69）であり、フッ化物洗口事
業推進群との統計学的差が見られなかった。保健師
資格取得学歴は、専門学校卒業者は25人（58.1%）
で最も多く占めており、次いで四年制大学卒業者が
15人（34.9%）占めていた。職位については、ス
タッフが19人（44.2%）で最も多くを占め、次いで
係長級が11人（25.6%）であった。保健師経験年数
は、平均年数が16.40（SD 0.64）であり、フッ化物
洗口事業推進群との統計学的差は見られなかった。
学会発表経験の有無については、経験なしと回答し
た者が26人（60.5%）、経験ありと回答した者が17人

（39.5%）であった。学会発表経験の有無については、
フッ化物洗口事業推進群と有意差（p ＝0.009）が見
られた。所属設置団体は、市の所属者が28人（65.1%）、
町が10人（23.3%）、村が5人（11.6%）であった。所
属設置団体についてもフッ化物洗口事業推進群と有
意差（p ＝0.002）が見られた。

２．コンピテンシー評価尺度の２群間の尺度項目得
点比較

　本研究におけるクロンバックα係数は、コンピテ
ンシー評価尺度は創出の必要性の把握3項（α＝
0.806）、創出の推進と具現化9項目（α＝0.921）、
創出に向けた協同4項目（α＝0.884）の合計16項目

（α＝0.941）であった。
　フッ化物洗口事業推進群とフッ化物洗口事業非推
進群の2群間の尺度項目ごとの得点比較を Mann-
Whitney U 検定で行った（表3）。
　フッ化物洗口事業推進群とフッ化物洗口事業非推
進群の「必要性を感じて未開拓へ取り組む」ことに
関しては、差のある傾向を示し、フッ化物洗口事業
非推進群のコンピテンシー評価尺度得点が高かった。

「連携・協働する住民・関係者との共通理解の推進」
に関しては、有意差（p ＝0.04）が見られ、フッ化
物洗口事業非推進群のコンピテンシー評価尺度得点
が高かった。
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３．フッ化物洗口事業の推進に関わる歯科保健担当
者のコンピテンシーについて

　歯科保健担当者選択群のコンピテンシー評価尺度
得点で示される保健師の持つ能力とフッ化物洗口事
業推進がどのように関連しているか、ロジスティッ
ク回帰分析を用いて分析した（表4）。
　コンピテンシー評価尺度の下位尺度項目である

「創出に向けた協同」についてのみ有意差（ｐ＝
0.017）がみられ、「創出に向けた協同」能力が高い
場合、フッ化物洗口事業の推進する可能性がオッズ
比0.706と低くなるという結果であった。「創出の推
進と具現化」に関しては、差のある傾向を示し、
オッズ比1.102と高くなる結果であった。

Ⅳ．考察

　本研究は、歯科保健担当者66名を研究対象として、
フッ化物洗口事業の推進について検討するために
フッ化物洗口事業推進群23名とフッ化物洗口非推進
群43名を分析した。研究対象数が少なく、比較する
群の研究対象者数の差があることを踏まえたうえで、
本研究で得られた結果から考察したい。
　フッ化物洗口事業推進群とフッ化物洗口事業非推
進群の2群間の尺度項目ごとの得点比較は、「連携・
協働する住民・関係者との共通理解の促進」能力に
ついて有意差がみられ、「必要性を感じれば未開拓
のことでも取り組む」ことに関しても、差のある傾
向を示した。いずれもフッ化物洗口事業非推進群の
コンピテンシー評価尺度得点が高かった。
　「連携・協働する住民・関係者との共通理解の促
進」能力については、フッ化物洗口事業の推進要因
について市町村の保健行政、地元歯科医師及び教育
委員会のフッ化物洗口事業に対する態度は重要であ
る結果が示されており8）、共通理解を促進する能力
の高さが必要な項目である。しかし、日本は法治国
家であり、公務員は法に基づき職務にあたる立場に
ある。歯科保健に関する条例において市町村の保健
行政、教育委員会の役割等が明示されることで共通
理解が促進されると考えられる。このことから、行
政機関が関わるフッ化物洗口事業については、条例
の制定が推進に影響すると考えられる。
　次に「必要性を感じて未開拓へ取り組む」能力に
ついては、フッ化物洗口事業非推進群のコンピテン

シー評価尺度得点が高く、差のある傾向を示してい
たが、フッ化物利用は1976年から新潟県で始まって
おり、以前からフッ化物の効果について明らかにさ
れている9）フッ化物洗口事業推進群はフッ化物洗口
の効果が高いことを知識として得ており、未開拓の
事業という認識がなかった可能性がある。また、既
存の実施事業であることによりコンピテンシー評価
尺度得点が低かったと考えられる。
　ロジスティック回帰分析結果からは、コンピテン
シー評価尺度の下位尺度項目のうち、「創出に向け
た協同」能力についてのみ有意差があり、オッズ比
0.706とフッ化物洗口事業推進群が、住民の健康ニー
ズに基づいた事業や社会資源の創出には、住民との
対話や、関係機関・同僚とのチームワークとコンセ
ンサスに関する「創出に向けた協同」の姿勢が弱い
という結果であった。
　表2のフッ化物洗口事業推進群は、町の所属であ
る者が17人で73.9% を占めていたことに対し、フッ
化物洗口事業非推進群は、市の所属である者が28人
で65.1% を占めており、差があることが示されてい
る。瀧口は、規模の小さい地域は関係者の意見が取
りまとめしやすくフッ化物洗口事業を推進しやす 
い8）と述べている。
　また、先行研究の結果から、所属機関ごとのコン
ピテンシー評価尺度の得点は、より規模の大きな所
属機関が高いことが示されており、所属機関の規模
の大きさは尺度得点に影響を与えていると考えられ
る4）。
　このことから、所属機関の規模がフッ化物洗口事
業非推進群の尺度得点に影響を与えており、所属規
模が小さいことは、フッ化物洗口事業推進の一つの
要因であると考えられる。
　有意差はなかったが、差のある傾向を示した項目
として「創出の推進と具現化」能力があり、オッズ
比1.102とフッ化物洗口推進群は、保健師の行政能
力が強い傾向にあるという結果であった。
　表3のコンピテンシー評価尺度の2群間の尺度項
目得点比較から「最終目標と目標に到達するまでの
過程を具体的に考える」「ニーズや制度・政策・組
織体制の変化・変革に応じ活動を更新・修正する」

「社会情勢や制度・政策・施策の動向・変化を捉え
ている」「推進力となる制度・資源を有効活用する」
の4項目がフッ化物洗口推進群の得点が高い項目で
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ある。これらの項目から、考えられることとして、
前述したが、日本は法治国家であり、公務員は法に
基づき職務に当たるため、星らは、行政保健師は公
務員として特定の地域に居住するすべての人々を対
象とし、人々の福祉向上を目的として地域社会共通
の公共政策立案及び実施する活動を行わなければな
らない10）と述べている。歯科保健に関する条例が制
定されることは、施策に与える影響も大きくフッ化
物洗口事業の取り組みが集中的に実施され、フッ化
物洗口事業の実施につながったという報告もあり11）、
フッ化物洗口事業を推進するために必要な能力であ
る可能性が考えられる。
　また、最終目標と目標に到達するまでの過程を具
体的に考えることは、過去に同様の行動を行ってい
ることで、プロセスを具体的に考えることが可能と
なり、行動に移すことの容易さを生じさせるのでは
ないかと考えられる。このことは、中原も具体的経
験が始点であり、経験は後続する経験を導くのであ
ると述べている12）。目標到達までの過程を過去に経
験していることは重要な歯科保健担当者のコンピテ
ンシーであると考えられる。
　また、中原は、業務経験を積み能力を向上させる
ために、上司が事業の工程や仕事の全体像を説明す
ることは、業務能力に直接的な影響はないものの間
接的に影響を及ぼす13）と述べている。具体的経験が
ない場合であっても、学習することが行動に移すこ
との容易さを生むと考えられ、保健師の基礎教育や
現任教育の場における学習が具体的な経験を起こす
きっかけとなると推察される。このことは、歯科保
健担当者のコンピテンシーを高めるための環境要因
として考えられ、今後検討していく必要がある。
　本研究の限界は、2点ある。
　第一にフッ化物洗口事業の推進に必要な歯科保健
担当者のコンピテンシーについて明らかになった事
柄があったことは、フッ化物洗口事業の推進に関す
る方法論を見出す一資料としての意味をなすもので
あったと考えられるが、限られた調査対象地域で
あったことや調査対象者数等、わが国の事業推進要
因が反映されたと言い難く、今後は対象者の選定に
ついて検討し、よりわが国の状況を反映することの
できる調査を行う必要がある。
　第二に、コンピテンシー評価尺度の2群間の尺度
項目得点比較や保健師のコンピテンシー評価尺度の

下位尺度項目を独立変数に投入してロジスティック
回帰分析を実施した。しかし、サンプル・サイズが
小さいことが本研究の結果に影響を与えていること
が否めない。
　今後の調査では、信頼性を高めるために必要なサ
ンプル・サイズで分析し、フッ化物洗口事業の事業
推進だけでなく、他の保健事業へ一般化していくこ
とが求められる。

Ⅴ．結語

　保健師のフッ化物洗口事業推進についてのコンピ
テンシーは、「創出に向けた協同」能力が低く、創
出に向けた協同の姿勢が弱いという結果が示された。
協同能力は、フッ化物洗口事業非推進群の尺度得点
に所属規模が影響を与えており、フッ化物洗口事業
推進の一つの要因であると考えられる。
　「創出の推進と具現化」能力については、フッ化
物洗口事業の推進に関わる歯科保健担当者のコンピ
テンシーである可能性が本研究の結果から示された。
　フッ化物洗口事業を推進するためには、地域の保
健行政に携わる保健師への具体的な事業に関する情
報提供、知識の普及の必要性が示唆された。
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Influence of Municipal Public Health Nurses’ Competency
on the Promotion of Dental Health Programs
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1Kosa Town, 2Department of Nursing, Kyushu University of Nursing and Social Welfare

【Abstract】
　The objectives of the study were two-fold: 1) to understand the competency of public health nurses in promoting fluoride 
mouthwash to patients and 2) to establish a methodology for fluoride mouthwash promotion. An anonymous, self-administered 
questionnaire was mailed to 332 public health nurses working for municipal health departments in the six prefectures of the 
Kyushu region. Of this sample, 124 public health nurses responded (response rate: 37.3%), and after excluding surveys for 
various reasons, 66 were included in the study. This sample was further subdivided into fluoride mouthwash promotion (n = 
23) and non-promotion (n = 43) groups. Logistic regression analysis was conducted to analyze the findings of the current 
investigation. In this regression, the dependent variable was the presence or absence of fluoride mouthwash promotion, and the 
independent variable was a subordinate scale of the public health nursesʼ competency. The fluoride mouthwash promotion 
group showed a trend for higher competency than the non-promotion group. Based on the results of this project, higher levels 
of competency are associated with the promotion of mouthwashes containing fluoride. Thus, programs regarding the 
importance of fluoride mouthwash should be put in place to educate public health nurses and foster more widespread use.
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